
１．はじめに

�１ 工 事 名：岩国飛行場（H２２）遊水池整備工事
�２ 発 注 者：防衛省中国四国防衛局
�３ 工事場所：山口県岩国市
�４ 工 期：平成２３年３月２２日～

平成２５年１月２５日
本工事は、岩国飛行場の沖合への拡張に伴う
ターミナル地区の整備のうち、当該区域の池（ダ
イヤモンドレイク）を埋立て、代替となる遊水池
（代替遊水池）の造成を行うものである。ダイヤ
モンドレイクは、埋立と共に、圧密・液状化対策
として地盤改良工（SCPφ７００＋SDφ４００）を施工
する。また、ターミナル地区のアンダーパスの地
盤改良及び土留壁、圧密沈下対策のための応力遮
断壁として深層混合処理工（φ１６００×２連）を施
工する。代替遊水池は、既存の池（ペニーレイク）
を掘削し拡張した．原地盤にN＞０の軟弱な地盤
があり、将来の沈下が構造物に与える影響が懸念
されるため、載荷盛土を採用して圧密促進とした。

２．現場における課題、問題点

軟弱地盤上に直接基礎構造物を建設する場合、
圧密による沈下や残留沈下による長期的な変形が
避けられない。この課題を解決するために各種の
対策工法がとられるが、この中で載荷盛土工法が

実績もあり安価であるため採用される事が多い。
載荷盛土工法は、軟弱地盤上に盛土を行いその荷
重により圧密を促進させて、将来の有害な沈下を
防ぐ事を目的としている。圧密度の管理は、動態
観測による沈下量、間隙水圧計をあらかじめ設置
して過剰間隙水圧を計測するなど動態観測により
行う。工程管理や品質管理には、載荷盛土の撤去
時期や残留沈下量などの指標が必要である。しか
し、これらの指標の評価には長期的な動態観測が
必要である事や、計測計器を設置した箇所でしか
管理ができないなど、施工において制約条件とな
る事がある。理想としては、その都度、あるいは
任意の箇所で地盤調査を行い載荷履歴と合わせて
地盤情報を把握することが施工の効率化、高品質
化につながる。しかしながら、従来のサンプリン
グによる地盤調査ではコスト、工程の関係から圧
密管理に用いる事が少なく評価方法も汎用化され
ているとは言いがたい状況にある。また、地盤の
性能評価を行う場合も地盤情報の把握は必須にな
りつつあるが、施工上の制約条件（コスト、工程）
から、地盤調査が活用される事は少ない。本文は、
軟弱地盤上の直接基礎構造物の載荷盛土による圧
密の評価に、従来の動態観測（沈下量計測）に加
えてサウンディングによる地盤調査を行い、地盤
の間隙比、先端抵抗など複数の地盤情報を取得し、
載荷盛土の影響について評価した手法）、事例に
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ついて述べるものである。サウンディングは、RI
―CPT（ラジオアイソトープ併用電気式三成分
コーン試験 JGS１４３５）を使用し、圧密対象層の全
層を２cm毎の間隙比 e、先端抵抗 qtを計測して
いる。また、圧密対象層の中間で間隙水圧を計測
し、過剰間隙水圧も検証している。RI―CPTによ
る計測の長所は、①従来の地盤調査と比較してコ
ストが低い②調査期間が短い③間隙比、先端抵抗、
間隙水圧、地盤内の温度が１～２cm毎に計測で
きるために精度の高い地盤情報が取得できる。④
原位置での計測であるため、計測結果が拘束圧な
ど試験条件に左右されない。⑤任意の箇所、任意
の時間で計測ができるなどがあげられる。短所と
しては、①先端抵抗がコーン係数など指標でしか
ないため、精度を上げるためサンプリングが必要
である。②硬質の地盤には適用できないなど軟弱
な地盤に特化した調査法であることがあげられる。
本文の適用例では、事前に調査箇所でRI―CPT
とサンプリングを行い、載荷後にRI―CPTによ
る調査で載荷による効果を評価している事前のサ
ンプリングで採取した試料は、室内試験を行い（標
準圧密試験及び一面せん断試験）圧密係数 Cc及
び強度増加率 Cu/Pを求めた。これらの複数の地
盤情報を組み合わせて、原位置での有効応力や間
隙比を求めて評価を行った。

３．対応策・工夫・改善点と適用結果

３―１．調査方法
地盤調査には、以下の項目について行った。
①載荷前の調査
・サンプリング（T．P．―１８m及びT．P．―２１m）
・RI―CPT（T．P．―１３m~T．P．―２２m）
・標準圧密試験（JIS A１２１７）２）

・土の圧密定体積一面せん断試験（JGS０５６０）
・物理試験（ρsなど）
②載荷後の調査
・RI―CPT（T．P．―１３m~T．P．―２２m）
サウンディングに用いたRI―CPTについて概
要を示す。RI―CPTは図―１に示すように、電気

式三成分コーン（JGS１４３５）にガンマ線による湿
潤密度計測機能を有したサウンディング試験であ
る。計測項目は、コーン指数 qt、間隙水圧 u、周
面摩擦 fs、温度、湿潤密度 ρt、である。土粒子密
度 ρs が既知の場合、水位下で飽和度 Sr＝１００％
の場合間隙比ｅを求めることができる。計測は、
１～２cm毎にできる事から地盤構成や強度、砂
や粘土などの性状を正確に把握することが可能で
ある。貫入は２回行い、１回目は三成分コーンと
BG計を貫入し、原位置での qt、fs、u及び自然状
態の放射線量を計測する。２回目に、ガンマ線密
度計を貫入し ρtを計測する（図―１）。
３―２．対象地盤
対象地盤は、図―２に示すように、上から埋立
層（A）、砂層（B）、粘性土層（C）、礫層（D）
の４層からなり、圧密対象層は、C層である。こ
の地盤に３mの載荷盛土を行い、約２ヶ月程度

図―１ RI―CPT の概要図
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放置し、圧密促進を行う。放置期間は通常３ヶ月
以上と比較すると短い。当初の計算ではC層で

概ね４０cm程度の圧密沈下が予想されていた。載
荷後の実測沈下量は S＝２５cmなった。C層は RI
―CPTの計測結果を見ると上（T．P―１３m～―１６．５
m）と下（T．P―１６．５m～―２２m）に分けられ、上
層は砂層を細かく挟む比較的硬質な地盤である。
下層は均一な粘性土が堆積する層となっている。
上層の代表値は、IP＝２５．７、e０＝１．１３０である。
下層は IP＝２８．７、e０＝１．５６３である。事前調査で
は、T．P―１８mとT．P―２１mの２箇所からサンプ
リングを行い、Cc及び Cuを求めている。圧密試
験で求めた Ccは０．６９、０．６６であった。

３―３．評価方法
①原位置の拘束圧による試験（コーン係数Nkt
を求める。）
②正規圧密状態によるせん断試験（強度増加率 Cu
/Pを求める。）
事前に調査で得られた間隙比から、圧密度U＝

１００％の場合の間隙比を求め、載荷後の計測値と

図―２ 調査地盤の概要

図―３ 間隙比の深度分布 図―４ 先端抵抗 図―５ 有効応力の深度分布
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比較し圧密の評価を行う。また、Nkt及び Cu/P
を使って式�１により載荷後の有効応力を求める。

P=Cuf／（Cu /P）＝ qt−σv
NktCu / p

�１

P：地盤中の有効応力（kN/m２）
Cuf：原位置のせん断応力（kN/m２）
Cu/p：強度増加率
qt―σv：コーン指数－全応力（kN/m２）
Nkt：コーン係数（事前の試験結果より）
�１式は、コーン先端抵抗（qt-σv）からせん断
応力を求め、そして圧密中の有効応力を求める形
となっている。事前の試験結果は、Cu/P＝０．２４９、
Nkt＝１１．２となった。載荷後の調査結果のうち間
隙比の深度分布を図―３に示す。図中の点線は、
A層による増加荷重を考慮した間隙比の深度分
布である。この点線上あるいは下回る場合、十分
に載荷盛土の効果が現れたと考えられる。図―３
を見るとT．P．―１３m~T．P．―１８．０m、T．P．―１８．６
m~T．P．―２２mまでこの点線を下回り十分な効果
があった事がわかる。T．P．―１８．０m~T．P．１８．６m
まではこれを上回り残留沈下として残った部分で
ある。この部分の沈下量は計算では S＝０．９cmで
あった。構造物の許容される残留沈下量が S＝１．５
cmであったためこれを下回るものであった。図
―４は、コーン先端抵抗の深度分布である。圧密
中は、載荷された応力が間隙水圧と有効応力によ

って分担され、圧密の進行に伴い間隙水圧が有効
応力に転嫁されていく。そのため、圧密に伴い転
嫁された有効応力により地盤のせん断力が増加し
ていくと考えられる。このせん断力から逆に有効
応力を推定してみた。粘性土の強度増加率は、概
ね Cu/p＝０．２５～０．３程度のばらつきである。こ
の事例でも、Cu/p＝０．２４９とこの範囲であると考
えられる。図―５は、原地盤のせん断力から強度
増加率を使って求めた有効応力である。図中の点
線は、A層を埋立した後の地中の応力である。
この結果を見ると埋立後の地中応力上に連なって
おり、所定の応力を満たしている。載荷盛土によ
る応力が小さい部分は先に述べた間隙比から考え
て将来の悪影響は少ないと評価した。

４．おわりに

圧密過程の評価にRI―CPTを使用して圧密過
程を評価した事例について述べてきたが、今まで
サウンディングを用いる事により地盤の性能評価
が簡便にできる事を示すことができたものと考え
ている。ただし、実際の施工では、この手法を更
に簡便にしていく事が重要であろう。例えば、室
内試験を伴うなど部分や適用地盤などの性能を向
上させ汎用性を高める必要がある。今後は、原位
置でのデータと統計手法を組み合わせて簡易で精
度のよい手法を考えてみたい。
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